
「Ｒ４千葉国道経路情報収集装置設置工事」
において「公募型指名競争入札方式(総合評価
落札方式)」等を試行します。

令 和 ４ 年 ５ 月 １ ７ 日 （ 火 ）
国 土 交 通 省 関 東 地 方 整 備 局
千 葉 国 道 事 務 所
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■千葉国道事務所ホームページ https://www.ktr.mlit.go.jp/chiba/
■公式ツイッター情報 https://twitter.com/mlit_chibakoku

Twitterホームページ

工事発注において、入札参加者がいないことなどを理由として、入札・契約
手続きのとりやめや不調が予測される工事について、不調不落対策を試行して
います。

今回発注する「Ｒ４千葉国道経路情報収集装置設置工事」については、以下
のとおり試行、採用します。

①「公募型指名競争入札方式（総合評価落札方式）」

②「施工箇所が点在する工事の積算」

③「余裕期間制度（任意着手方式）」

（工事着手期限：令和４年８月２３日（火）まで）

④「配置予定技術者の専任を要しない期間」

（令和４年１１月３０日（水）まで）

⑤「機器単体費の提示」

⑥「難工事指定について」

⑦「世界的な半導体不足による工期延期等について」

※詳細は、次ページをご覧ください。
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《公募型指名競争入札方式(総合評価落札方式)の試行について》
競争参加者が少数と見込まれ、技術難易度が比較的低い工事について対象工事ごとに技術資料収

集に係る公示資料の交付を受けて、競争参加希望者が参加表明確認申請書及び技術資料（参加要件は
企業のみとして技術者要件を求めない。）を提出し、指名基準による選定を行い、指名された競争参
加希望者により総合評価落札方式で落札者を決定するものです。なお、総合評価は、災害活動実績を
加算点としています。

《施工箇所が点在する工事の積算について》
施工箇所が点在する工事について、建設機械を運搬する費用や交通規制等がそれぞれの箇所で発生

するなど、積算額と実際にかかる費用に乖離が考えられることから、箇所毎に共通仮設費、現場管理
費の算出を行う「施工箇所が点在する工事の積算」を適用します。

《余裕期間制度（任意着手方式）について》
受注者の円滑な工事施工体制の確保を図るため、事前に建設資材、労働者確保等の準備を行うこと

ができる余裕期間を設定した工事であり、契約日から工事着手期限（令和４年８月２３日）までの期
間において、受注者が任意に工事着手日を選定できます。なお、工事の始期までの余裕期間内は、監
理技術者等の配置が不要となります。

《配置予定技術者の専任を要しない期間について》
本工事は、現場施工に着手するまでの期間（現場事務所の設置、資器材の搬入又は仮設工事等が

開始されるまでの期間）については、競争参加資格確認申請書の配置予定主任（監理）技術者の専任
を要しないものです。専任を要しない期間は、令和４年１１月３０日（水）までを予定しています。

《機器単体費の提示について》
経路情報収集装置及び無停電電源装置について、機器単体費を歩掛見積参考資料に掲示します。

《難工事指定について》
難工事指定された工事は、完成時に７０点以上の工事成績評定を通知された場合、今後発注される

「難工事施工実績評価対象工事（試行）」の総合評価の評価項目において加点対象となります。

《世界的な半導体不足による工期延期等について》
本工事は、半導体不足の影響で機器等の納期遅延により、工期内に工事が完成出来ない等、工期の

延長が必要な場合には、工事の一時中止等の適切な措置を行い工期延期を実施します。

《その他》
本工事で求める企業への施工実績は、関東地方整備局管内と限定せず、地域要件を緩和しておりま

す。

《スケジュール》
○入札公示、入札説明書交付 ： 令和４年５月１７日（火）
○競争参加資格確認申請書 提出期限 ： 令和４年５月２６日（木）
○入札書・工事費内訳書提出期限 ： 令和４年７月１日（金）
○開札日 ： 令和４年７月６日（水）

《工事概要》

（１）工 事 名 ：Ｒ４千葉国道経路情報収集装置設置工事
（２）工事場所 ：千葉県千葉市中央区大森町地先 外３箇所
（３）工 期 ：工事の始期から２１３日間（工事着手期限：令和４年８月２３日）
（４）入札方式 ：公募型指名競争入札方式（総合評価落札方式）
（５）工事種別 ：通信設備工事
（６）工事内容（概要）：・経路情報収集装置（支柱含む）設置 ６台

・通信設備設置 ６台
・無停電電源装置設置 ４台
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